
No. 案　件　名　称 委託種目 契約の相手方 契約金額（税込） 契約日 根拠法令
随意契約理由

（随意契約理由番号）
ＷＴＯ

1
令和４年度地域課題解決型東成区広報紙「ひがしなりだよ
り」配布業務（東小橋・大成・東中本・神路・片江・宝栄
地域）

その他梱
包・発送

読売中央販売株式会社 4,286,920 円 令和4年4月1日
地方自治法施行令

第167条の２
第１項第2号

G５
(プロポーザル方式による)

―

2 令和４年度東成区広報紙「ひがしなりだより」編集業務
デザイン企
画印刷また
はデザイン

株式会社あいぼっくす 1,897,280 円 令和4年4月1日
地方自治法施行令

第167条の２
第１項第2号

G５
(プロポーザル方式による)

―

3
令和４年度「おまもりネット事業」を活用した高齢者・障
がい者等支援ネットワーク強化事業

その他
社会福祉法人大阪市東成区社

会福祉協議会
22,644,000 円 令和4年4月1日

地方自治法施行令
第167条の２
第１項第2号

別紙「随意契約理由書」
のとおり

―

4
令和４年度大阪市東成区における新たな地域コミュニティ
支援事業業務委託

その他
株式会社ＫＥＧキャリア・ア

カデミー
14,644,740 円 令和4年4月1日

地方自治法施行令
第167条の２
第１項第2号

G５
(プロポーザル方式による)

―

5 令和４年度東成区コミュニティ育成事業 その他
一般財団法人大阪市コミュニ

ティ協会
5,091,000 円 令和4年4月1日

地方自治法施行令
第167条の２
第１項第2号

G５
(プロポーザル方式による)

―

6 令和４年度電子書籍を活用した読書活動推進事業 その他 大阪教科書株式会社 2,004,796円 令和4年4月1日
地方自治法施行令
第167条の2第1項

第2号
G３１ －

7
令和４年度　区内中学校の災害時避難所運営にかかる支援
事業（東陽中学校）業務委託

その他 株式会社　都市空間研究所 2,282,060 円 令和4年4月25日
地方自治法施行令

第167条の２
第１項第2号

G５
(プロポーザル方式による)

―

8 令和４年度　地域防災力向上にかかる支援事業業務委託 その他 株式会社　都市空間研究所 1,714,570 円 令和4年4月25日
地方自治法施行令

第167条の２
第１項第2号

G５
(プロポーザル方式による)

―

東成区発注の業務委託契約案件における随意契約（特名随意契約）の結果について（少額随意契約を除く）

地方自治法施行令第167 条の2 第１項各号に該当する随意契約理由（以下を参照してください）

http://www2.keiyaku.city.osaka.lg.jp/help/download/zuikeiriyuu.pdf

http://www2.keiyaku.city.osaka.lg.jp/help/download/zuikeiriyuu.pdf


NO. １ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

 令和４年度地域課題解決型東成区広報紙「ひがしなりだより」配布業務（東

小橋・大成・東中本・神路・片江・宝栄地域） 

 

２ 契約の相手方 

 読売中央販売株式会社 

 

３ 随意契約理由 

東成区では、少子・高齢化の進行、地域コミュニティを取り巻く社会環境の変

化に伴い、人と人とのつながりが希薄化していく一方で、地域における課題は複

雑・多様化している。特に地域コミュニティ内での「声かけ」「助け合い」など

自助、共助の機能が低下する中で、広報紙の配布業務を活用して、地域社会が抱

える課題の解決に取り組むこととし、地域の福祉・安全性の向上をはじめ、新た

な地域人材の発掘や広報紙の認知度向上など、さまざまな相乗効果をめざして、

地域課題解決型の企画提案を受け契約相手方を決定することとした。 

学識経験者等の意見を聴取する選定委員会において意見を聴取した結果、読

売中央販売株式会社の評価点が最も高く、契約相手方として最適であるとのこ

とであったため、その意見を踏まえ、読売中央販売株式会社と地方自治法施行令

第 167条の２第１項第 2号により随意契約を締結することとする。 

 

４ 根拠法令 

 地方自治法施行令１６７条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

 東成区役所 総務課 （電話番号 ０６－６９７７-９０１８） 

  



NO. ２ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

 令和４年度東成区広報紙「ひがしなりだより」編集業務 

 

２ 契約の相手方 

 株式会社あいぼっくす 

 

３ 随意契約理由 

 東成区広報紙「ひがしなりだより」は、毎月 1日に発行している、区の重要施

策やイベントなどの情報を発信する非常に重要な広報媒体である。広報紙の編

集にあたっては、多岐に渡る情報を紙面に掲載しつつ、区民が親しみやすく読み

やすい紙面づくりを目指している。区民アンケートによるアンケート結果でも

レイアウトやデザイン性を重視してほしいという意見があがっている。そのた

め、単に価格のみで事業者を選定するのではなく、事業者に紙面イメージを提出

してもらい「見やすさ」「読みやすさ」「高齢者や障がい者にも読みやすいデザイ

ン性」等を評価できる公募型プロポーザル方式により契約相手方を決定するこ

ととした。 

学識経験者等の意見を聴取する選定委員会において意見を聴取した結果、株

式会社あいぼっくすと地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号により随意

契約を締結することとする。 

 

４ 根拠法令 

 地方自治法施行令１６７条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

 東成区役所 総務課 （電話番号 ０６－６９７７-９０１８） 

 

  



NO. ３ 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

 令和４年度「おまもりネット事業」を活用した高齢者・障がい者等支援ネット

ワーク強化事業 

 

２ 契約の相手方 

 社会福祉法人大阪市東成区社会福祉協議会 

 

３ 随意契約理由 

 本事業は、各小学校下に配置する「地域福祉活動サポーター」が、地域の最も

身近な相談員として、住民や関係機関と連携しながら高齢者等の日常的な困り

ごとの解決や個別の見守りを行うとともに、様々な地域福祉活動や、当区独自の

見守り活動の取組である「おまもりネット事業」を推進させ、地域における見守

り活動の活性化を行うことにより、総合的な支援ネットワークを強化すること

を目的としている。 

一方、本市では各区において、福祉の専門職である「見守り支援ネットワーカ

ー」が、ケースに応じた社会福祉援助技術を用いて、地域資源の活用・地域住民

等の参加を促し、「要援護者情報の整備・管理」、「孤立世帯等への専門的対応」、

「認知症高齢者等の行方不明時の早期発見」の３業務を一体的に行い、要援護者

の安心した地域生活の実現や、地域の組織化による福祉コミュニティの形成を

行っていくことを目的とした、「地域における要援護者の見守りネットワーク強

化事業（以下、「見守りネットワーク強化事業」という。）」を実施しており、当

区では、大阪市東成区社会福祉協議会と福祉局長において特名随意により委託

契約を締結している。 

本事業については、地域を基盤としての要援護者支援や地域福祉活動の推進

を行うものであることから、地域資源の活用・協力が必要不可欠であり、地域に

おける身近な相談員である「地域福祉活動サポーター」と、福祉の専門職である

「見守り支援ネットワーカー」は連携を図りながら、効率的かつ効果的な運営を

行っていく必要がある。 

そのため、契約の相手方には、区内や地域の福祉課題を把握し、行政と地域と

の「中間支援機能」を有するとともに、福祉分野における専門的知識やノウハウ、

見守りネットワーク強化事業との密な連携体制が求められる。 

大阪市東成区社会福祉協議会については、社会福祉法に基づいて設立され、「地

域福祉の推進」に取組むとともに、地域住民、様々な関係団体や施設等、地域課



題解決のための社会資源の「プラットフォーム」として、連携・協働を行ってき

た経験と実績を持ち、また、見守りネットワーク強化事業を受託する法人であり、

両事業を一体的かつ最も効率的に実施する事が出来る唯一の団体であるため、

同法人を契約の相手方として指定する。 

 

４ 根拠法令 

 地方自治法施行令第１６７条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

 東成区役所 保健福祉課（電話番号０６-６９７７-９８５９） 

 

  



NO. ４ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

 令和４年度大阪市東成区における新たな地域コミュニティ支援事業業務委託 

 

２ 契約の相手方 

 株式会社ＫＥＧキャリア・アカデミー 

 

３ 随意契約理由 

 本業務については、「地域活動協議会の自律運営にかかる積極的支援」を業務

内容とし、支援対象となる地域活動協議会の運営状況や抱える課題はさまざま

であることから、地域活動協議会からのニーズに沿ったきめの細かい支援が求

められる。よって、地域活動協議会からの多種多様なニーズに応えるための高度

な知識・技術や創造力、構想力、ノウハウや応用力が要求される業務等であり、

各地域活動協議会の事情に精通し、最も適切な支援手法を提案した事業者から

の提案内容に基づいて仕様を作成し、業務を委託した方が優れた成果を期待で

きるため、公募型プロポーザルによる選定方法を採用。令和４年３月８日に実施

した大阪市東成区における新たな地域コミュニティ支援事業業務委託にかかる

事業者選定委員会において、選定された事業者と契約を締結する。 

 

４ 根拠法令 

 地方自治法施行令１６７条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

 東成区役所 市民協働課（電話番号 ０６-６９７７-９１１８） 

 

  



NO. ５ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

 令和４年度東成区コミュニティ育成事業 

 

２ 契約の相手方 

 一般財団法人大阪市コミュニティ協会 

 

３ 随意契約理由 

 地域における様々な活動の場や機会を充実し、区民が主体性をもって互いに

支えあう自律的な地域コミュニティを育成していくために、コミュニティ育成

事業を実施する。その目的を達成するために、事業者の発想力や技術力を活用す

る公募型プロポーザル方式を採用した。令和４年３月８日開催の東成区コミュ

ニティ育成事業業務委託にかかる公募型プロポーザル選定会議の選定による。 

 

４ 根拠法令 

 地方自治法施行令１６７条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

 東成区役所 市民協働課（電話番号 ０６-６９７７-９９０４） 

 

  



NO. ６ 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

 令和４年度電子書籍を活用した読書活動推進事業 

 

２ 契約の相手方 

 大阪教科書株式会社 

 

３ 随意契約理由 

本事業は、「次期大阪市教育振興基本計画」（令和４年～）の検討が進められ

ている、子どもの読書活動推進に際して、区内の児童・生徒に読書機会を提供

し、読書習慣の定着を支援することを目的としてサービスを導入するものであ

る。 

導入に際しては児童・生徒全員に現在学校で配付されている学習用端末を利用

するという特性から、安心・安全に利用できることが最優先であり、加えて、

利用目的である読書習慣の定着を達成するためにはサービスとして児童・生徒

にとって魅力的である必要がある。 

そのため、事業者は次の３つの要件を満たす必要がある。 

（１）児童・生徒がインターネット上のサービスを安全に利用することがで

き、個人への追加料金の請求などが発生しない 

（２）利用者の個人情報を事業者に提供する必要がない 

（３）提供される電子書籍は児童・生徒にとって魅力的なものを揃えており、

有害図書等が排除されている 

現在、これらの条件を満たしているのは、教育現場での利用に特化し、複数の

大手出版社の常時 1,000冊の児童書を揃える等、教科書販売会社と出版社が共

同で有限責任事業組合を設立し運営しているスクールイーライブラリーのみで

ある。 

スクールイーライブラリーとの契約に際しては、全国にある教科書販売会社を

通じての契約となるが、大阪府下では「大阪教科書株式会社」のみが取次窓口

となっている。すなわち、他の入札参加資格を持った事業者と契約に際して

も、「大阪教科書株式会社」を通して 

の契約となることから、本件サービスの使用契約は、地方自治法施行令第 167

条の２第１項第２号のその性質又は目的が競争入札に適しないものに該当する

ため、大阪教科書株式会社との特名随意契約とする。 

 



４ 根拠法令 

 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

 

５ 担当部署 

 東成区役所市民協働課（電話番号：０６－６９７７－９００５） 

 

 

 

  



NO. ７ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

 令和４年度 区内中学校の災害時避難所運営にかかる支援事業（東陽中学校）

業務委託 

 

２ 契約の相手方 

 株式会社 都市空間研究所 

 

３ 随意契約理由 

 本事業の目的は、円滑な災害時避難所の運営能力及び自主防災組織の組織・機

能の強化を図り、これをもって東成区全体の地域防災力の向上に資することで

ある。この目的を達成する手法に一般的な統一規格がなく、民間事業者の発想力、

技術力等により大きく成果が変わることから価格のみの競争に適さないため、

企画提案などから総合的に評価を行う公募型プロポーザルによる選定方法を採

用した。事業者選定にあたり、選定会議で参加申請事業者から提出のあった企画

提案書等を選定基準に基づき審査した結果、株式会社都市空間研究所が提出し

た企画内容の評価点が他の事業者の評価点を上回っており、また、結果を踏まえ

内容を検討したところ、適切に本業務を履行できると判断したため上記事業者

と契約を締結するものである。 

 

４ 根拠法令 

 地方自治法施行令１６７条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

 東成区役所 市民協働課（電話番号 ０６-６９７７-９０４２） 

 

  



NO. ８ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

 令和４年度 地域防災力向上にかかる支援事業業務委託 

 

２ 契約の相手方 

 株式会社 都市空間研究所 

 

３ 随意契約理由 

 本事業の目的は、円滑な災害時避難所の運営能力及び自主防災組織の組織・機

能の強化を図り、これをもって東成区全体の地域防災力の向上に資することで

ある。この目的を達成する手法に一般的な統一規格がなく、民間事業者の発想力、

技術力等により大きく成果が変わることから価格のみの競争に適さないため、

企画提案などから総合的に評価を行う公募型プロポーザルによる選定方法を採

用した。事業者選定にあたり、選定会議で参加申請事業者から提出のあった企画

提案書等を選定基準に基づき審査した結果、株式会社都市空間研究所が提出し

た企画内容の評価点が他の事業者の評価点を上回っており、また、結果を踏まえ

内容を検討したところ、適切に本業務を履行できると判断したため上記事業者

と契約を締結するものである。 

 

４ 根拠法令 

 地方自治法施行令１６７条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

 東成区役所 市民協働課（電話番号 ０６-６９７７-９０４２） 

 


